
緒 言

近年，先進国においては歯科疾患の構造に大きな変化
がもたらされ，とくに若年層のう蝕の減少が著しいこと
は多数の疫学的調査の結果から明らかとなっている．1～5

わが国においても，過去 60年にわたって実施されてき
た歯科疾患実態調査の結果における 12歳児のう蝕経験
歯数は，昭和 50年と 56年の 5.9本をピークとして最
新の平成 23年の調査では 1.4本にまで激減している．

12歳児のう蝕経験歯数や 8020達成者率などのこれ
らの数字は歯科界以外にも広く発信されている情報であ
るが，Kambara ら6 は歯科疾患実態調査の結果を出生年
コホート分析によって捉え直すことで，すべての世代に
おけるう蝕罹患傾向の変動を解析した．この解析によっ

て，戦前生まれのう蝕経験歯数は増齢に伴い直線的に増
加するが，戦後生まれのう蝕経験歯数はある時点から平
衡状態を示すこと，その平衡状態に達した時点でのう蝕
経験歯数は世代が若くなるに従って低下してきているこ
と，そして，これらのう蝕経験歯数の変動は喪失歯に最
も強く影響を受けていることなどを明確に示した．7 す
なわち，12歳児のう蝕経験や 8020達成者率だけでは
なく，Kambara ら6 によってわが国の戦後生まれのすべ
ての世代に口腔内環境の向上が起こっていることが明ら
かとなったのである．
わが国のみならず，多くの先進国に起こったう蝕の減
少は，従来から，甘味食品の過剰摂取に代表されるよう
な不適切な食事，8 不良なブラッシング習慣，9 口腔内に
おけるう蝕原生細菌の存在，10 唾液の分泌量や緩衝能な
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抄録：先進諸国において永久歯のう蝕経験は減少してきており，その理由の一つとして各種フッ化物応用の
普及が指摘されている．しかし，う蝕経験には大きな世代間格差があり，各世代においてフッ化物配合歯磨
剤の市場占有率がう蝕経験の減少に対してどのように影響しているかは明らかにされていない．そこで，各
世代のう蝕経験とフッ化物配合歯磨剤の市場占有率との推移について比較検討を行った．
資料として，昭和 32年から平成 23年までの 10回の歯科疾患実態調査およびフッ化物配合歯磨剤の使用

占有率調査（ライオン（株））を使用した．昭和 12年から平成 13年生まれまでを 5年間隔で 11の世代へ
と分け，これを出生年コホートとした．歯科疾患実態調査が行われたそれぞれの時点における各出生年コホ
ートの，50歳代までの DMFT 指数および DFT 指数を算出し，その時点に一致する年度のフッ化物配合歯
磨剤の市場占有率と比較した．
戦前から戦後すぐ生まれ世代では，30歳代以降 DFT 指数の増加が平衡状態への移行を示すのに対し，

DMFT 指数は直線的に増加していたが，これらの変化とフッ化物配合歯磨剤の市場占有率との間に関連は
認められなかった．戦後から昭和 30年代生まれの世代では，DFT 指数および DMFT 指数がほぼ同じ時期
に平衡状態に移行し，この時期はフッ化物配合歯磨剤の市場占有率が急増した時期であった．昭和 40年代
から 50年代生まれの世代，および，昭和 60年代以降生まれの世代では，DFT 指数および DMFT 指数の推
移に大きな差がみられず，前者ではその増加が平衡状態になる時期とフッ化物配合歯磨剤の市場占有率が 50

％に達した時期とがほぼ一致していた． 以上の結果から，戦後生まれの世代におけるう蝕経験の減少は，
フッ化物配合配合歯磨剤の市場占有率の影響を受けていることが示唆され，世代が若くなるに従って，平衡
状態となった DMFT 指数の値も低下していることが明らかとなった．
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どの因子，11 フッ化物製剤に暴露した経験12 など，主に
宿主因子の側面から説明されてきた．そして，これらの
う蝕多要因説によるう蝕の概念は，common risk factor

approach へと移行し，さらに，NCDs（Non-Communi-

cable Diseases）に歯科疾患を含めるという動向へと繋
がってきている．すなわち，多くの全身的な疾患と同様
に，住民におけるう蝕の罹患傾向にも社会経済的要因が
強く影響しているという認識が広まってきつつある．う
蝕の重症度と水道水フッ化物濃度調整地域への居住との
間に関連のあることは古くから知られているが，13 社会
的階層の格差によってう蝕経験歯数に差があることは，
近年さまざまな角度から検討が加えられている．14～19

こうした世界的なう蝕の減少に大きく貢献し，社会的
階層の格差によってその利用が困難となりうる要因の一
つにフッ化物配合歯磨剤が挙げられる．FDI では世界的
なう蝕の減少はフッ化物配合歯磨剤の普及と，社会経済
的発展によって起こったものと結論づけており，20 シス
テマティック・レビューにおいてもフッ化物配合歯磨剤
使用はう蝕の減少に強いエビデンスのあることが示され
ている．21 わが国は，住民全体における 10％の貧困家庭
が，1年分のフッ化物配合歯磨剤を得るために必要とす
る労働日数の最も少ない国であるという報告がある．22

すなわち，わが国はフッ化物配合歯磨剤の恩恵を最も強
く受けている国であり，その市場占有率も昭和 60年の
12％から現時点の 90％にまで急速に伸びてきてい
る．23 しかし，先に述べたように，わが国におけるう蝕

経験の分布には大きな世代間格差があり，フッ化物配合
歯磨剤の市場占有率の推移が，各世代のう蝕経験の減少
に対してどのように影響しているかは明らかにされてい
ない．そこで，本研究では各世代におけるう蝕経験の推
移と各世代におけるフッ化物配合歯磨剤の市場占有率と
の関連について検討を行った．

資料および方法

資料として，昭和 32年から平成 23年までの計 10

回の歯科疾患実態調査報告24, 25 と，ライオン（株）の調
査による，わが国におけるフッ化物配合歯磨剤の市場占
有率のデータを使用した（昭和 57年から平成 23年ま
で）．23歯科疾患実態調査における，昭和 12年生まれか
ら平成 13年生まれまでの調査結果を，5年間隔で 11

のグループへと分類し，これを出生年コホートとした．
各出生年コホートの歯科疾患実態調査時点における年齢
を Table 1に示す．各出生年コホートのう蝕経験歯数
は，歯科疾患実態調査の結果を使用し，各群が 50歳代
に達するまでの DMFT 指数と DFT 指数の推移を算出
した．さらに，歯科疾患実態調査が行われた時点におけ
るフッ化物配合歯磨剤の市場占有率を抽出し，これらの
値から比較検討を行った．また，とくにう蝕の増加が著
しい時期，すなわち小児から成人するまでの時期におけ
るフッ化物配合歯磨剤の影響を詳細に検討するため，各
出生年コホートの 12歳時と 18歳時の DMFT 指数と，
それぞれの対象が 6歳と 12歳の時点でのフッ化物配合

Table 1 Age of the subjects for the Japanese national survey of oral health, the years of the survey, and the market share of fluo-
ride toothpaste for each year

Age of subjects for Japanese national survey of oral health（yrs）
Birth year S 32 S 38 S 44 S 50 S 56 S 62 H 5 H 11 H 17 H 23

S 12 to S 16
S 18 to S 22
S 24 to S 28
S 30 to S 34
S 36 to S 40
S 42 to S 46
S 48 to S 52
S 54 to S 58
S 60 to H 1
H 3 to H 7
H 9 to H 13

16−20
10−14
5−8

22−26
16−20
10−14
5−8

28−32
22−26
16−20
10−14
5−8

34−38
28−32
22−26
16−20
10−14
5−8

40−44
34−38
28−32
22−26
16−20
10−14
5−8

46−50
40−44
34−38
28−32
22−26
16−20
10−14
5−8

52−56
46−50
40−44
34−38
28−32
22−26
16−20
10−14
5−8

58−62
52−56
46−50
40−44
34−38
28−32
22−26
16−20
10−14
5−8

64−68
58−62
52−56
46−50
40−44
34−38
28−32
22−26
16−20
10−14
5−8

70−74
64−68
58−62
52−56
46−50
40−44
34−38
28−32
22−26
16−20
10−14

Market share of fluoride
toothpaste（％） － － － － 16 12 43 77 88 90

S : Showa era, H : Heisei era.

歯科医学 2014 ; 77（2）: 66―75. フッ化物配合歯磨剤の市場占有率とう蝕経験 ６７



歯磨剤の市場占有率についての比較検討も行った．

結 果

1．各出生年コホートにおける DMFT 指数と DFT 指
数の推移と，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率との
関連
各出生年コホートの DMFT 指数と DFT 指数の推移

と，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率との関連をみたグ
ラフを Fig. 1に示す．昭和 12年から 16年生まれ群
（Fig. 1 A），および，昭和 18年から 22年生まれ群
（Fig. 1 B），すなわち，戦前から戦後すぐの期間に生ま
れた群においては，DMFT 指数は増齢とともに直線的
に増加していたが，DFT 指数は 30歳代以降に増加傾向
は鈍化し，平衡状態に近づいていくことが分かった．し
かし，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率とう蝕経験歯数
の推移に関連は認められなかった．
昭和 24年から 28年生まれ群（Fig. 1 C），昭和 30年

から 34年生まれ群（Fig. 1 D），および，昭和 36年か
ら 40年生まれ群（Fig. 1 E）の 3群，すなわち，戦後
から昭和 30年代に生まれた集団においては，DFT 指数
が平衡状態に近づく時期とほぼ同時に，DMFT 指数も
平衡状態へと近づいていくことが分かった．DFT 指数
と DMFT 指数の増加が鈍化する時期は，とくに昭和 30

年代に生まれた群において，フッ化物配合歯磨剤の市場
占有率が急増した時期にほぼ相当していた．
昭和 42年から 46年生まれ群（Fig. 1 F），昭和 48年

から 52年生まれ群（Fig. 1 G）の 2群，および，昭和
54年から 58年生まれ群（Fig. 1 H）の 3群，すなわ
ち，昭和 40年代から 50年代に生まれた集団において
は，DMFT 指数と DFT 指数がほぼ同じ値で推移してい
たことが認められた．そして，これらの 3群において，
う蝕経験歯数が平衡状態へと移行したのは，フッ化物配
合歯磨剤の市場占有率が 50％に達した時期とほぼ一致
していた．
昭和 60年から平成元年生まれ群（Fig. 1 I），平成 3

年から 7年生まれ群（Fig. 1 J），および，平成 9年から
13年生まれ群（Fig. 1 K），すなわち，昭和 60年代以降
に生まれた群においても，DMFT 指数と DFT 指数はほ
ぼ同じ値で推移していた．そして，これらの群において
は永久歯の萌出時期において，既にフッ化物配合歯磨剤
の市場占有率が 50％に達していた．
2．各出生年コホートにおける DMFT 指数と DFT 指
数の平衡値と，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率と
の関連

Fig. 1 A と Fig. 1 B に示すように，戦前から戦後すぐ
の期間に生まれた群では DMFT 指数は 50歳代になっ
ても増加する傾向を示していた．この増加傾向に鈍化傾
向が観察され，平衡状態へと移行したのは，昭和 24年
から 28年生まれ群（Fig. 1 C）が最初の世代であった．
しかし，戦前生まれ世代から昭和 30年から 34年生ま
れ群（Fig. 1 D）までの 4群において，52歳から 56歳
の年齢階級での DMFT 指数はほぼ 17歯程度であった．
すなわち，この 4群における 50歳代での DMFT 指数
に大きな変化はみられないことが分かった．その後，平
衡状態に達した DMFT 指数の値は，昭和 36年から 40

年生まれ群（Fig. 1 E）では約 15歯，昭和 42年から 46

年生まれ群では約 13歯，昭和 48年から 52年生まれ群
（Fig. 1 G）では約 12歯，そして，昭和 54年から 58年
生まれ群（Fig. 1 H）では約 10歯と，一貫して減少す
る傾向を示していた．
多くの世代で 30歳代から平衡状態を示すようになる

DFT 指数においては，昭和 12年から 16年生まれ群
（Fig. 1 A）の平衡値は約 11歯であった．しかし，DMFT

指数の世代別の推移とは異なり，DFT 指数では世代が
若くなるに従って DFT 指数は微増していく傾向を示
し，そのピークは昭和 36年から 40年生まれ群（Fig. 1

E）における約 14歯であった．その後，平衡値は減少
傾向へと転じ，その平衡値は昭和 48年から 52年生ま
れ群以降，DMFT 指数とほぼ近似した値を示した．
3．各出生年コホートにおける 12歳時と 18歳時の

DMFT 指数と，6歳時と 12歳時のフッ化物配合歯
磨剤の市場占有率との関連
各出生年コホートにおける 12歳時と 18歳時の

DMFT 指数と，6歳時と 12歳時におけるフッ化物配合
歯磨剤の市場占有率を Fig. 2に示す．12歳児の DMFT

指数が減少傾向に転じたのは，昭和 50年生まれ以降の
年代である．この昭和 50年生まれの 12歳時の DMFT

指数は 4.9歯であるが，この児童が 6歳であった時点で
のフッ化物配合歯磨剤の市場占有率は 16％であった．
そして，次の年代となる昭和 56年生まれの児童の 12

歳時における DMFT 指数は 3.6歯にまで減少している
ものの，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率は 12％にま
で低下していた．さらにその次の年代となる昭和 62年
生まれの児童では，12歳時における DMFT 指数は 2.4

歯に減少し，それに呼応してフッ化物配合歯磨剤の市場
占有率も 43％に上昇していた．その後の年代でも
DMFT 指数の減少とフッ化物配合歯磨剤の市場占有率
の上昇が観察された．

６８ 福嶋克明・川崎弘二・神原正樹 歯科医学 2014 ; 77（2）: 66―75.



Fig. 1
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18歳における DMFT 指数の減少も，昭和 50年生ま
れ以降の年代に顕著であるが，この者が 12歳であった
時点でのフッ化物配合歯磨剤の市場占有率は 12％であ

った．しかし，18歳における DMFT 指数が 8.4歯から
4.2歯へと大幅な減少を示した昭和 62年生まれの年代
は，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率が 43％から 77％
へと急増した年代であることが分かった．その次の年代
である平成 5年生まれにおいても，DMFT 指数は 3歯，
そして，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率は 88％へと
上昇していた．

考 察

先進諸国におけるう蝕の減少をめぐっては，さまざま
な角度からの考察が行われてきた．う蝕発生に関する要
因としては，Keyes26 によるう蝕 3大要因説，すなわち
host-parasite-enviroment theory が嚆矢であり，この各
要因について考察を加える．
1．砂糖の消費とう蝕の減少について
まず，食餌性基質要因の代表として砂糖の消費が挙げ
られる．昭和 20年から 27年にかけてスウェーデンで
行われた有名な縦断研究である Vipeholm study におい
ては，27 粘着性の糖質の頻回摂取はう蝕の発生を最大に
増加させることを明らかにした．この Vipeholm study

の結果と，わが国における昭和 40年代半ば以降の 1人
あたりの砂糖摂取量の漸次的な減少は，28 う蝕の発生低
下を説明するには格好のモデルとして機能していた．し
かし，近年では国民 1人あたりの砂糖摂取量と DMFT

指数との相関関係は崩れてしまっており，砂糖とう蝕の
関連について検討が加えられた近年のシステマティック
・レビューにおいても，両者の関係はそれほど強くない
との結論が示されている．29 しかし，低所得のアフリカ
系アメリカ成人に対する調査では，30 彼らは総エネルギ

Fig. 2 DMFT in 12- and 18- year olds, and market share of
fluoride toothpaste for 6- and 12-year olds by birth year co-
hort.
�DMFT in 18-year olds, ○DMFT in 12-year olds, □Market
share of fluoride toothpaste for 6-year olds, ■■Market share
of fluoride toothpaste for 12-year olds.

Fig. 1 DMFT and DFT indices, age of subjects and the
market share of fluoride toothpaste for the different birth year
cohorts（A）for subjects born between S 12 to 16,（B）be-
tween S 18 to 22,（C）between S 24 to 28,（D）between S
30 to 34,（E）between S 36 to 40,（F）between S 42 to 46,
（G）between S 48 to 52，（H）between S 54 to 58,（I）be-
tween S 60 to H 1,（J）between H 3 to 7 and（K）between
H 9 to 13.
�DMFT, ×DFT, ■■Market of fluoride toothpaste.
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ー摂取量の約半分を清涼飲料水から得ており，この消費
とブラッシングの不良が重なった場合にう蝕が大きく増
加することが明らかとなっている．すなわち，現在では
砂糖の消費とう蝕の関係においても社会経済的な背景が
その背後に横たわっており，健康格差社会の問題が懸念
されているわが国においても，所得格差と食習慣の関連
について検討を加える必要があるものと考えている．
2．ブラッシングとう蝕の減少について
次に，う蝕罹患状態と相関を示す項目として，細菌要
因，すなわち，口腔清掃状態に関する要因が挙げられ
る．プラーク付着状況とう蝕の発生の間には有意な関連
が認められるのは周知の事実であり，31 わが国において
もプラーク付着状況に改善が認められるものと推察され
るが，歯科疾患実態調査の結果から得ることができるの
は，1日のブラッシング回数についてのデータのみであ
る．ブラッシング回数とう蝕発生の関連については古く
からさまざまな研究が行われているが，その結果は関連
があるとするものと，32 関連がないとするもの33 とが入
り乱れているのが現状である．さらに，現在のようにフ
ッ化物配合歯磨剤の市場占有率が 90％に達している状
況においては，フッ化物配合歯磨剤を使用する明確な意
思の有無にかかわらず，ブラッシングの際には常にフッ
化物に暴露している可能性が高い．そのため，近年の世
界的なう蝕の減少を考えるにあたっては，フッ化物配合
歯磨剤の存在を抜きに考察することは不可能である．
昭和 21年に Bibby ら34 によって，フッ化ナトリウム

を加えた歯磨剤にう蝕予防効果のあることが発表されて
以来，世界中でさまざまなフッ化物配合歯磨剤が発売さ
れることとなった．わが国においても，昭和 23年末に
は Bibby らの報告34 を受けて，ライオン（株）から
「ライオン F クリーム」というフッ化ナトリウムの配合
された日本初のフッ化物配合歯磨剤が発売されてい
る．35 しかし，わが国におけるフッ化物配合歯磨剤の市
場占有率はさほど高くはなく，ライオン（株）によって
市場占有率が初めて調査された昭和 57年の時点でも 17

％しかなく，昭和 60年にその市場占有率は 10％にま
で低下していた．1割程度で低迷していたわが国のフッ
化物配合歯磨剤の市場占有率が，増加傾向に転じたのは
昭和 62年から 63年にかけてである．この期間に市場
占有率は 12％から 30％にまで上昇し，その後は平成
9年に 50％に至るまで緩やかな上昇を続け，そして，
平成 10年には 71％に，平成 14年には 86％へとなり，
それ以降は約 90％の市場占有率を示し続けている．19

すなわち，わが国においては市販の歯磨剤 10本中 9

本にまでフッ化物が加えられているのが現状であるが，
極めて安価に入手できることも特筆すべき事項の一つで
ある．昭和 44年に 1本あたり 160円であった歯磨剤の
価格は，平成元年に 220円にまで上昇しているものの，
平成 23年では 155円にまで低下している．36 この価格
低下の原因としては，大量生産による価格上昇の抑制，
生産性の向上によるコストダウン，および，ブラッシン
グ回数の増加などがその理由として挙げられ，世界的に
みても最もフッ化物配合歯磨剤が安価に入手することが
でき，22 市場占有率も 90％に達しているわが国において
は，とくにフッ化物配合歯磨剤がう蝕経験歯数に与える
影響は非常に大きな影響力をもつものと考えている．
3．各出生年コホートにおける DMFT 指数と DFT 指
数の推移と，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率との
関連
出生年コホートによる分析を行った本研究の結果か
ら，わが国におけるジェネレーションは，戦前から戦後
すぐの期間に生まれた世代，戦後から昭和 30年代に生
まれた世代，昭和 40年代から 50年代に生まれた世代，
そして，昭和 60年代以降に生まれた世代の，4つの世
代に大きく分けられることが明らかとなった．
戦前から戦後すぐの期間に生まれた世代では，DMFT

指数は増齢とともに直線的に増加するものの，30歳代
以降では DFT 指数の増加に歯止めがかかっていた．し
かし，DFT 指数が平衡状態に近づくというこの変化は，
フッ化物配合歯磨剤が普及する前から起こっているた
め，戦前から戦後すぐに生まれた世代においては，フッ
化物配合歯磨剤の市場占有率とう蝕経験歯数との間に関
連は認められないことが明らかとなった．ただ，この世
代では平衡状態へと移行する契機としてフッ化物配合歯
磨剤は機能していないものの，う蝕経験歯数の上昇を防
ぐ方向にフッ化物配合歯磨剤が作用している可能性は十
分にあるものと考えている．
その理由として，次の戦後から昭和 30年代に生まれ
た世代における最初の世代，すなわち，昭和 24年から
28年生まれ群では，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率
が 50％から 87％へと上昇した時期と呼応して，DMFT

指数は横ばい状態へと移行していることが挙げられる．
すなわち，フッ化物配合歯磨剤は 50歳代以降の喪失歯
予防にも貢献している可能性があり，この点については
フッ化物配合歯磨剤の市場占有率と喪失歯の推移という
観点から，さらなる検討が必要なものと考えている．
次に，戦後から昭和 30年代に生まれた世代におい
て，DFT 指数と DMFT 指数の増加が鈍化する時期は，
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とくに昭和 30年代に生まれた群において，フッ化物配
合歯磨剤の市場占有率がわが国で最初に急増した時期に
ほぼ相当していた（昭和 62年の 12％から昭和 63年の
40％）．すなわち，昭和 30年代生まれの世代はフッ化
物配合歯磨剤の市場占有率が，う蝕経験歯数の推移に初
めて関与した世代であることが明らかとなった．フッ化
物配合歯磨剤の使用はう蝕の減少に強いエビデンスのあ
ることがシステマティック・レビューによって示されて
いる．21 しかし，う蝕の減少はフッ化物配合歯磨剤の市
場占有率が増加する前から始まっているという理由か
ら，両者の関連を疑問視する報告も存在する．37, 38 ただ，
これらの報告は，各調査年度における同一の年齢集団に
おけるう蝕経験歯数の推移の追跡，すなわちコホート分
析が行われていないことが指摘できる．すなわち，異な
った母集団を対象とした従来の調査において，フッ化物
配合歯磨剤がう蝕経験歯数に影響を観察することは困難
であるが，本研究で行った出生年コホート分析によっ
て，フッ化物配合歯磨剤がう蝕の減少に及ぼした影響を
初めて明らかにすることができたものと考えている．
昭和 40年代から 50年代生まれの世代においては，

DMFT 指数と DFT 指数がほぼ同じ値で推移していたこ
とが認められた．先行する世代である昭和 12年から 16

年生まれ群においては，20歳代の時点で既に DMFT 指
数と DFT 指数の乖離が認められている．DMFT 指数と
DFT 指数の違いは喪失歯が含まれているか否かであり，
この世代のう蝕罹患傾向においても，喪失歯の減少とい
う要因が鍵となっていることが理解できる．そして，昭
和 40年代から 50年代生まれの世代において，う蝕経
験歯数が平衡状態へと移行したのは，フッ化物配合歯磨
剤の市場占有率が 50％に達した時期とほぼ一致してい
た．このことからう蝕経験歯数の増加を食い止めるため
の境界域となる，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率が存
在する可能性のあることが明らかとなった．先に述べた
ように，ブラッシング回数の増加は必ずしもう蝕の感受
性を下げる方向へと寄与しないが，ブラッシング回数を
増やしたうえでフッ化物配合歯磨剤を併用すれば，う蝕
の抑制効果はとくに高いことがさまざまな研究から明ら
かとなっている．39～41 わが国において 1日に 2回以上の
ブラッシングを実施する者の割合は，歯科疾患実態調査
の結果によると昭和 50年の 27％から昭和 62年の 55

％にかけて約 2倍へと増加している．しかし，この時
期にう蝕の減少は起こっておらず，単純なブラッシング
回数の増加だけではう蝕経験歯数を減らすことは難しい
ことが分かる．そして，平成 11年には 1日に 2回以上

のブラッシングを実施する者の割合が 7割弱にまで増
加しており，国民の健康行動に変容が起こったこの前提
のもとで，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率が 50％に
達し，その結果としてう蝕経験歯数は平衡状態へと移行
したものと考えている．
昭和 60年代以降に生まれた世代においては，最初の
世代である昭和 60年から平成元年生まれ群が現時点で
20歳代であるため，う蝕経験歯数はいまだ平衡状態に
達する様子が観察されていない．しかし，この世代は永
久歯の萌出時期にフッ化物配合歯磨剤の市場占有率が
50％へと達していた世代であり，これに伴って学童期
のう蝕経験歯数も大幅に低下していることが明らかとな
った．すなわち，10歳から 14歳の年齢階級において，
昭和 42年から 46年生まれ群の DMFT 指数は 5.9歯で
あったが，昭和 60年から平成元年生まれ群では 3.2歯
に，そして，平成 9年から 13年生まれ群では 1.1歯に
まで減少していた．今後の世代は，出生した時点や永久
歯の萌出時点でのフッ化物配合歯磨剤の市場占有率が 8

割を超えている世代であり，わが国におけるこの社会経
済的な変化が歯科疾患の構造に大きな影響を与えている
ものと推察され，今後のう蝕経験歯数にさらなる変化が
もたらされるものと考えている．
4．各出生年コホートにおける DMFT 指数と DFT 指
数の平衡値と，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率と
の関連

Fig. 1に示したように，戦前から戦後すぐの期間に生
まれた世代を除いて DMFT 指数は平衡状態へと移行し，
その平衡値は約 17歯から約 10歯と一貫して減少して
いた．すなわち，喪失歯を含んだう蝕罹患の総経験であ
る DMFT 指数の減少は，フッ化物配合歯磨剤の市場占
有率の上昇と巨視的には一致していることが明らかとな
った．DFT 指数の平衡値については，戦前から戦後す
ぐに生まれた世代から，昭和 36年から 40年生まれ世
代まで増加する傾向を示し，その後の平衡値は減少傾向
へと転じた．DFT 指数の平衡値が減少傾向へと転じた
のは，20歳代から 30歳代にかけてフッ化物配合歯磨剤
の市場占有率が 50％に達した世代とほぼ一致している
ことが分かり，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率の向上
がう蝕の発生を抑えることに寄与していることが改めて
明らかとなった．
スウェーデンにおける昭和 48年から平成 15年にか

けての成人う蝕罹患率を調べた調査においても，4 すべ
ての年齢階級において一貫して喪失歯の減少と DFT 指
数の平衡状態への移行が報告されている．わが国におけ
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る昭和 24年から 28年生まれ群の DFT 指数の平衡値は
約 12歯であり，これに相当するスウェーデンにおける
DFT 指数の平衡値は約 15歯であった．しかし，その次
の世代となる昭和 30年代生まれ世代の平衡値は，わが
国は約 14歯へと増加しているものの，スウェーデンで
は 11歯へ減少するという逆転が起こっている．スウェ
ーデンにおいてフッ化物配合が普及し始めたのは昭和
30年代中ごろのことであり，42 日本でのフッ化物配合歯
磨剤の市場占有率が 10％台だった昭和 50年代に，す
でにスウェーデンにおけるその市場占有率は 90％へと
達していた．23 日本の現況を先取りしているものと推察
されるスウェーデンのう蝕罹患状況を，今後も注意して
観察していく必要があるものと考えている．
5．各出生年コホートにおける 12歳時と 18歳時の

DMFT 指数と，6歳時と 12歳時のフッ化物配合歯
磨剤の市場占有率との関連
健康を取り巻くさまざまな事象において，逆相関がみ
られるというだけではその因果関係を説明することはで
きない．健康問題は何らかの暴露があったのちに，一定
期間のタイムラグを経てから発現することは周知の事実
である．う蝕についても，昭和 40年代半ばに König43

によって，う蝕発生の要因の一つに時間という要因のあ
ることが提唱されて以来，う蝕の進行速度，歯の萌出後
年齢，歯垢の成熟，そして，食餌性基質の口腔内滞在時
間など，さまざまな時間に関する要因がう蝕の発生にか
かわっていることが指摘されている．すなわち，本研究
においても，フッ化物配合歯磨剤の市場占有率が上昇し
たのち，しばらくのタイムラグを経て，う蝕経験歯数の
減少が生じていることが考えられる．
昭和 56年生まれの年代におけるフッ化物配合歯磨剤
の市場占有率は出生時に 15％程度であり，その次の年
代となる昭和 62年生まれの年代での占有率も 12％ほ
どで大差はない．そして，それぞれの世代の 12歳時に
おけるフッ化物配合歯磨剤の市場占有率は 40％へ，そ
して，77％へと急増しているものの，この時点におけ
るそれぞれの DMFT 指数は 3.6歯と 2.4歯であり，激
減したといえるほどの変化は観察できない．すなわち，
乳歯列期から永久歯列の完成期までの期間にフッ化物配
合歯磨剤の市場占有率が上昇したとしても，この時期は
そのほかの要因の影響がさまざまに交錯するため，う蝕
経験歯数の減少には必ずしも直結していない可能性があ
る．
しかし，12歳の時点でのフッ化物配合歯磨剤の市場

占有率が 77％であった昭和 62年生まれの年代では，18

歳の時点における DMFT 指数が，前の年代の 8.4歯か
ら 4.2歯へと大幅な減少を示している．すなわち，フッ
化物配合歯磨剤の市場占有率が 8割から 9割を示した
時代に中学・高校生活を過ごした世代において，とくに
う蝕経験歯数の減少が認められていることが明らかとな
った．以上のことから，近年のわが国においてう蝕経験
歯数が減少したという歴史的な背景に，フッ化物配合歯
磨剤の市場占有率という社会経済的要因が大きく関与し
ていることが，本研究によって示唆されたものと考えて
いる．
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Abstract We analyzed the relationship between dental caries prevalence and the market

share of fluoride toothpaste by birth year cohort. The dental caries experience was obtained

from 10 Japanese national surveys of oral health over approximately 60 years. The market

share of fluoride toothpaste was researched by the Lion Co. We analyzed the data by birth year

cohort for 11 groups evaluated every five years. The DFT index of Japanese children stabilized

during the prewar and immediate postwar generations, and then increased linearly over the next

30 years. During this period there was no relationship between changes in the DFT index and

the market share of fluoride toothpaste. For those born between Showa 20 and 40 (1945 and

1965), the DFT and DMFT indices reached a plateau. A dramatic decrease in these indices was

seen when there was a rapid increase in the market share of fluoride toothpaste. For children

born between Showa 40 and 60 (1965 and 1985), the market share of fluoride toothpaste

reached 50%, while the DFT and DMFT indices plateaued at the same time. These changes

in dental caries experience were likely affected by the market share of fluoride toothpaste. Shika
Igaku (J Osaka Odontol Soc) 2014 ; September ; 77(2) : 66−75.

Key words : Cohort study ; DMFT index ; Fluoride toothpaste ; Japanese national dental

health survey
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